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年の 11 月から 2009 年の 3 月末にかけ、事業を展開
した。 
 国の施策としては、2013 年 6 月に障害者差別解消
法が成立し、2016 年の 4 月に同法が施行されている。
国立大学等では、教職員のための対応要領の策定が義
務付けられ、独立行政法人国立高等専門学校機構にお





































大学 短大 高専 計
ＳＬＤ １99 10 22 231
ＡＤＨＤ 1,624 68 191 1,883
ＡＳＤ 3,185 131 465 3,781
重複 969 31 170 1,170
計 5,977 240 848 7,065
*  原稿受付 令和 2 年 10 月 12 日 
** 佐世保工業高等専門学校 基幹教育科 
大学 短大 高専 計
ＳＬＤ 75 21 6 102
ＡＤＨＤ 513 24 21 558
ＡＳＤ 1,296 39 79 1,414
区分不明 654 58 68 780
計 2,538 142 174 2,854
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2020 年 3 月,独立行政法人日本学生支援機構）。高専
の学生で発達障害の診断がついている学生は 848 人





























































“Discrimination on the basis of disability” means any 
distinction, exclusion or restriction on the basis of 
disability which has the purpose or effect of impairing or 
nullifying the recognition, enjoyment or exercise, on an 
equal basis with others, of all human rights and 
fundamental freedoms in the political, economic, social, 
cultural, civil or any other field. It includes all forms of 
discrimination, including denial of reasonable 
accommodation; 
 
“Reasonable accommodation” means necessary and 
appropriate modification and adjustments not imposing 
a disproportionate or undue burden, where needed in a 
particular case, to ensure to persons with disabilities the 
enjoyment or exercise on an equal basis with others of all 
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 上記 2 つ目の定義については、解釈がとても難し
く、さまざまな議論があるようである。 
川島（2016）の論を借りると、ここに述べてある「合
































2006 年 12 月 国連総会にて「障害者の権利に関
する条約（障害者権利条約）」採択 
2007 年 9 月 障害者権利条約に日本署名 
2011 年 8 月「障害者基本法」の改正 合理的配慮
概念の導入 
 2013 年 6 月 「障害者差別解消法」成立（公布） 
2014 年 1 月 障害者権利条約を批准 2 月に効力  
発生 
2016 年 4 月 障害者差別解消法施行 





 2011 年の 8 月に、障害者基本法の一部が改正され
が、これは、国連の障害者権利条約の批准に向けての
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 2016 年 4 月に「障害を理由とする差別の解消の推
進に関する法律」（以下、「障害者差別解消法」とい
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く、2013 年に改正され 2016 年の 4 月から適用され
た障害者雇用促進法（以下、「雇用促進法」という。）
が適用される(2016 年 4 月 1 日施行)。雇用促進法の



































また、2007 年の 6 月に一部改正された学校教育法
では、 
 


























支援を考える議員連盟が中心となり、2004 年 12 月
に議員立法により国会で成立し、2005 年 4 月に施行
されている。 
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2007 年 4 月に文部科学省から出された通知「特別
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もいる（宮﨑, 2008）。  
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